
令和5年度上半期の予算執行状況をお知らせします
一般会計

※金額は項目ごとに四捨五入しているため、計の金額に一致しない場合があります。〈　 〉は前年度からの増減額です。
市 HP『「ふるさと納税」によって国立市の
住民税が失われています』。▶

令和4年度一般会計決算についてお知らせします 詳細は、市HP「決算概況」を
ご覧ください。

教育費
32億7,651万円

9.3%
〈＋2億7,305万円〉

土木費
30億9,856万円

8.8%
〈+3,946万円〉

総務費
31億1,096万円

8.8%
〈+2億5,204万円〉

衛生費
26億2,851万円

7.5%
〈△3,889万円〉

公債費
17億5,768万円

5.0%
〈＋5,288万円〉

消防費
10億8,150万円

3.1%
〈△5,106万円〉

諸支出金
18億5,952万円

5.3%
〈＋5億9,901万円〉

議会費
2億9,374万円

0.8%
〈△103万円〉

その他
4億4,625万円

1.3%
〈＋1億528万円〉

352億
4,629万円

〈＋10億3,749万円〉

民生費
176億9,306万円

50.2%
〈△1億9,325万円〉

歳出（目的別）

人件費 
57億8,964万円 

16.4%
〈＋1億1349万円〉

物件費
53億7,466万円

15.2%
〈＋4億9,379万円〉

繰出金
29億2,276万円

8.3%
〈＋5,554万円〉

普通建設事業費
21億5,822万円

6.1%
〈＋3億3,875万円〉

公債費
17億5,768万円

5.0%
〈+5,288万円〉

積立金
10億4,983万円

3.0%
〈+7,017万円〉

維持補修費
1億3,973万円

0.4%
〈△2,833万円〉

出資金・貸付金
2,500万円
0.1%
〈0万円〉

352億
4,629万円

〈＋10億3,749万円〉

扶助費 
116億4,894万円 

33.1%
〈△5億7,047万円〉

補助費等
43億7,983万円

12.4%
〈＋5億1,167万円〉

歳出（性質別）

※�地方消費税率の改定に伴う地方消費税交付金の増分
（11億2,344万円）は、社会保障施策に要する経費（87億
1,930万円）に充てました。

※�市税のうち都市計画税収入12億6,699万円は、街路事業
に2,869万円、公園事業に113万円、下水道事業に4,485
万円、地方債償還に7億7,805万円充て、余剰金の4億
1,427万円は都市計画事業基金へ積み立てます。

※�その他のうち森林環境譲与税収入の余剰金320万円は、
森林環境基金へ積み立てます。

※�ふるさと納税制度による令和4年度の減収額は3億8,318
万円です。

　一般会計の当初予算額は357億2,300
万円でしたが、その後20億394万8千円の

増額補正を行い、9月末の予算額は、377億2,694万8千円
（前年度からの繰越予算1,065万5千円除く）となりました。

主な補正内容
〈歳入〉
▶��新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金：4
億5,938万円増額

　物価高騰の影響を受けた市民や事業者を支援するため
の事業の実施に伴い、国庫支出金を増額しました。
▶�子育て世帯生活支援特別給付金事業補助金：6,201万9
千円増額

　低所得の子育て世帯に対し、児童1人あたり5万円を給
付する事業の実施に伴い、国庫支出金を増額しました。
〈歳出〉
▶�電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業：
3億2,485万3千円増額

　物価高騰等の影響を受けている住民税非課税世帯等に
対し1世帯あたり3万円を給付する事業を実施するため増
額しました。
▶�デジタル地域通貨事業：5,733万6千円増額
　物価高騰対策とデジタル地域通貨の試行導入として、市
内の加盟店で利用できるデジタル地域通貨のポイント付
与を行う事業を実施するため増額しました。

特別会計 下記の特別会計で増額補正を行いました。

主な補正内容
▶�国民健康保険特別会計・後期高齢者医療特別会計
　報酬単価の変更に伴う会計年度任用職員の報酬および
期末手当の増額
▶�介護保険特別会計
　報酬単価の変更に伴う会計年度任用職員の報酬および
期末手当の増額ならびに前年度交付された国・都支出金の
精算に係る経費の増額

公営企業会計 　下記の公営企業会計で増額補正を
行いました。
主な補正内容

▶�下水道事業会計
　汚水ポンプ場の補修工事を前倒しで実施するための増額

令 和 4 年 度 決 算 の ポ イ ン ト
①令和4年度は令和3年度に続き、普通交付税交付団体となりました。
②経常収支比率は、市税の増がありましたが、歳出面で障害福祉サービス費の増等により、前年度比で1.7ポイン
ト悪化し、99.1%となりました。
③�電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業等の物価高騰対策にかかる事業が多数実施されました。

問政策経営課財政係

問政策経営課財政係

下水道事業会計 予定額 執行済額 執行率

3条予算 収 益 的 収 入 19億5,745万円 8億8,095万円 45.0%
収 益 的 支 出 18億6,093万円 7億797万円 38.0%

4条予算 資 本 的 収 入 17億246万円 5億2,859万円 31.0%
資 本 的 支 出 20億6,271万円 4億5,230万円 21.9%

予算現額 歳入収入済額 歳　入
収入率 歳出執行済額 歳　出

執行率
一 般 会 計 377億2,695万円 151億5,257万円 40.2% 156億5,757万円 41.5%
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 72億3,461万円 29億8,437万円 41.3% 26億7,873万円 37.0%
介 護 保 険 特 別 会 計 64億7,077万円 30億2,617万円 46.8% 26億6,370万円 41.2%
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 20億2,693万円 8億673万円 39.8% 6億3,603万円 31.4%

計 534億5,926万円 219億6,984万円 41.1% 216億3,602万円 40.5%

表1　〈9月末までの予算執行状況〉

予算現額
歳入 歳出

収入済額 収入率 執行済額 執行率
市 税 158億3,222万円 86億5,267万円 54.7% ― ―
民 生 費 182億813万円 ― ― 77億4,311万円 42.5%
教 育 費 64億7,591万円 ― ― 33億5,327万円 51.8%
総 務 費 32億2,985万円 ― ― 12億3,948万円 38.4%

表2　〈9月末までの予算執行状況（一般会計のうち主なもの）〉

前年度末現在高 上半期積立額 上半期取崩額 9月末現在高
一 般 会 計 75億3,831万円 11万円 3億1,117万円 72億2,725万円
特 別 会 計 6億5,210万円 1万円 0万円 6億5,211万円
下 水 道 事 業 会 計 10億3,650万円 8万円 0万円 10億3,658万円

計 92億2,691万円 19万円 3億1,117万円 89億1,593万円

表3　〈9月末の基金現在高〉

前年度末現在高 上半期元金償還額 9月末現在高
一 般 会 計 109億8,471万円 6億5,628万円 103億2,843万円
下 水 道 事 業 会 計 58億2,574万円 3億7,514万円 54億5,060万円

計 168億1,045万円 10億3,142万円 157億7,903万円

表4　〈9月末の地方債現在高〉

※一時借
か り

入
い れ

金の残高はありません。
※金額は項目ごとに四捨五入していますので、計の金額に一致しない場合があります。

執行状況 　9月末までの執行状況は表1、一般会計のうち主なものの執行状況は表2のとお
りです。また、基金および地方債の現在高は表3・表4のとおりです。

▶�

市
「
決
算
概
況
」。

HP

歳入

国庫支出金
76億5,815万円

21.2%
〈△7億9,856万円〉

都支出金
54億9,469万円

15.2%
〈＋2億730万円〉

地方消費税交付金
18億4,151万円

5.1%
〈＋1億1,255万円〉

市債
11億7,540万円

3.3%
〈＋4億1,240万円〉

使用料および手数料
6億8,070万円

1.9%
〈＋558万円〉

地方交付税
0.5％
…②

繰越金
10億7,102万円

3.0％
〈＋3億8,810万円〉

くりこしきん
分担金および
負担金
0.5％…③

諸収入
1.1％
…①

くりいれきん
繰入金

8億2,059万円
2.3%

〈＋2億1,143万円〉

寄附金
0.3％…④

その他
8億6,582万円

2.4%
〈△3,965万円〉

市税
155億6,210万円

43.2%
〈＋5億2,835万円〉

360億
4,216万円

〈＋7億6,235万円〉

①3億9,607万円〈+1,512万円〉
②1億9,518万円〈△3億1,971万円〉
③1億6,472万円〈+2,140万円〉
④1億1,623万円〈+1,805万円〉

4 市役所　TEL 042-576-2111㈹　FAX 042-576-0264令和5年／ 2023年12月5日

凡例 =内容 =期間 =日時 =場所 =講師 =対象 =定員 =募集人数 =費用=資格定 募 資 ￥対日内 期 場 師

市報 行政インフォメーション



下水道事業会計

令和4年度公営企業会計決算状況

令和4年度特別会計決算状況

問▶国民健康保険特別会計：保険年金課国民健康保険係 TEL576-2124　　　　▶介護保険特別会計：高齢者支援課介護保険係 TEL  576-2122
　▶後期高齢者医療特別会計：保険年金課後期高齢者医療係 TEL576-2125　　▶下水道事業会計：下水道課業務係

　介護保険事業は、40歳以上の方が納める保険料と、国、東京都、国立市が
負担する公費で運営されています。これらの財源は、介護サービス費用の保
険給付費用に充てられます。なお、職員の人件費などの事務費は一般会計が
負担しています。

　医療費等の特定の歳出を、保険税や国等からの特定の歳入によって賄
まかな

う
ため、一般会計から独立し、特別会計で経理を行っています。

【各グラフ共通事項】金額は項目ごとに1万円未満を四捨五入していますので、計の金額に一致しない場合があります。〈　〉は前年度からの増減額です。

　特別会計とは、特定の事業を行うため、一般会
計から独立して収支経理を行う会計です。

　公営企業会計とは、一般会計や特別会計とは別に地方公営企業法を適用した会計です。
　国立市では令和2年度より、下水道事業特別会計を公営企業会計へ移行しました。

【歳入】
保険料（65歳以上の方の保険料）と支
払基金交付金（40歳〜64歳の方の保
険料）が、歳入の約45.2%で、それ以外
が国・都支出金、国立市（一般会計）か
らの繰入金等です。

【歳出】
療養給付件数が増えたことから、医療
費等（保険給付費）が0.5億円の増加と
なりました。
また、保険事業費納付金が23.4億円か
ら23.8億円と0.4億円の増となりまし
た。

【歳出】
介護給付費が約87.7%を占めていま
す。地域支援事業費決算は前年度とほ
ぼ同水準で、約4.3%を占めています。

介護保険特別会計国民健康保険特別会計

後期高齢者　
医療特別会計

諸収入
1,059万円
0.1％

〈△657万円〉

国庫支出金、
その他
53万円
0.0％

〈△962万円〉

歳入
72億5,164万円
〈＋4,593万円〉

都支出金
47億1,601万円
65.0％

〈＋700万円〉

国民健康
保険税

14億7,698万円
20.4％

〈＋3,356万円〉

繰越金
1億1,586万円
1.6％

〈＋6,375万円〉
繰入金

9億3,167万円
12.8％

〈△4,219万円〉

繰越金
3,308万円
1.6%

〈＋960万円〉 諸収入
5,947万円
2.9%

〈＋255万円〉

歳入
20億4,216万円
〈＋1億9,543万円〉

後期高齢者
医療保険料

10億6,683万円
52.2%

〈＋1億886万円〉

繰入金
8億7,024万円
42.6%

〈＋6,942万円〉

広域連合支出金
1,254万円
0.6%

〈＋500万円〉

その他
2億909万円
3.2％

〈△715万円〉

保険料
13億5,328万円
20.9％

〈＋1,307万円〉

支払基金交付金
15億6,862万円
24.3％

〈＋3,900万円〉

国支出金
13億4,231万円
20.8％

〈＋1,214万円〉

繰入金
11億2,356万円
17.4％

〈＋2,814万円〉

都支出金
8億6,927万円
13.4％

〈＋2,766万円〉

歳入
64億6,613万円
〈+1億1,287万円〉

保健事業費
9,368万円
1.3%

〈＋60万円〉
諸支出金、その他
1億1,579万円

1.6%
〈＋4,979万円〉

総務費
9,860万円
1.4%

〈△849万円〉

歳出
72億1,860万円
〈＋1億2,875万円〉

保険給付費
45億3,103万円

62.8%
〈＋4,979万円〉

保険事業費納付金
23億7,950万円

33.0%
〈＋3,706万円〉

諸支出金
3,423万円
1.7%

〈＋999万円〉
保険給付費
2,550万円
1.3%

〈＋255万円〉

歳出
19億8,193万円
〈＋1億3,528万円〉

広域連合納付金
18億6万円
90.8%

〈＋1億4,281万円〉

保健事業費
7,211万円
3.6%

〈＋368万円〉

総務費
5,003万円
2.5%

〈＋925万円〉 

収益的収支
（下水道事業の運営管理など）
〈下水道事業収益（税込）〉
全体の64.6%を占めるのが営
業収益で、主なものは下水道使
用料や雨水処理にかかる一般
会計負担金です。

〈下水道事業費用（税込）〉
全体の94.4%を占めるのが営
業費用で、主なものは維持管理
にかかる費用や減価償却費で
す。

下水道事業
収益

19億1,095万円
〈△8,223万円〉 営業収益

12億3,489万円
64.6％

〈△4,226万円〉

営業外収益
6億6,039万円
34.6％

〈△3,997万円〉

特別収益
1,568万円
0.8％

〈＋0万円〉

下水道事業
費用

17億3,710万円
〈△8,501万円〉

営業費用
16億3,968万円
94.4％

〈△7,450万円〉

営業外費用
9,743万円
5.6％

〈△1,051万円〉

資本的収支
（施設の建設や財務活動など）
〈資本的収入（税込）〉
全体の47.3%を占めるのが補助
金で、主なものは国庫補助金や企
業債償還にかかる一般会計補助
金です。

〈資本的支出（税込）〉
全体の49.1%を占めるのが企業
債償還金です。
　なお、資本的収支にかかる収入
不足額3億9,564万円は、当年度
分損益勘定留保資金等で補てん
しました。

資本的
収入

13億8,284万円
〈△2億5,370万円〉企業債

6億60万円
43.4％

〈△1億7,740万円〉

補助金
6億5,358万円
47.3％

〈△7,576万円〉

その他資本的収入
1億2,826万円
9.3％

〈＋0万円〉

負担金
40万円
0.0％

〈△54万円〉

資本的
支出

17億7,848万円
〈△2億6,709万円〉 企業債償還金

8億7,308万円
49.1％

〈△1億569万円〉

建設改良費
7億7,702万円
43.7％

〈△1億6,150万円〉

基金積立金
1億2,838万円
7.2％

〈＋10万円〉

歳出
62億8,656万円
〈＋1億4,173万円〉

介護給付費
55億1,234万円
87.7％

〈＋1億3,062万円〉

地域支援事業費
2億7,083万円
4.3％

〈＋580万円〉
総務費

2億8,861万円
4.6％

〈＋584万円〉

諸支出金、その他
2億1,477万円
3.4％

〈△54万円〉

主な歳出は広域連合納付金で、後期高
齢者医療制度を運営している東京都後期
高齢者医療広域連合の運営費等として支
出しました。

【歳入】
国民健康保険税が0.3億円増加したこ
と等により、一般会計からの繰入金が
0.4億円減少しました。
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